
総社市教育委員会告示第１３号 

 

総社市第３子以降保育料無料化事業実施要綱（平成２８年総社市教育委員会告示第８号）の一部を次のように改正する。 

 

  令和元年９月２０日 

 

                                       総社市教育委員会教育長 山 中 榮 輔 

 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）

が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削る。 

 

改   正   後 改   正   前 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１) 略 

(２) 児童 保育所等を利用する法第２０条第４項の教育・保育給付認定子

どものうち，法第１９条第１項第２号及び第３号に該当する子どもをい

う。 

(３) 保護者 法第２０条第４項の教育・保育給付認定保護者をいう。 

 

(４) 第３子以降の児童 保護者に係る，子ども・子育て支援法施行令（平

成２６年政令第２１３号）第１４条の２の特定被監護者等が３人以上い

る場合の３人目以降の者であると教育委員会が認める児童をいう。 

(５) 保育料 教育委員会が法第２７条第３項第２号，第２８条第２項第１

号，第２９条第３項第２号，第３０条第２項第１号，第３号及び第４号

並びに附則第６条第４項の規定によりその額を定め，保育所等を利用す

る児童の保護者から徴収する利用料をいう。 

 

（申請） 

第５条 保育料の無料化を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）

は，毎年度教育委員会へ申請書を提出しなければならない。 

 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１) 略 

(２) 児童 保育所等を利用する法第２０条第４項の支給認定子どものう

ち，法第１９条第１項第２号及び第３号に該当する子どもをいう。 

 

(３) 保護者等 保護者（法第２０条第４項の支給認定保護者をいう。）又

は保護者以外の扶養義務者をいう。 

(４) 第３子以降の児童 保護者等に係る，子ども・子育て支援法施行令（平

成２６年政令第２１３号）第１４条の２の特定被監護者等が３人以上い

る場合の３人目以降の者であると教育委員会が認める児童をいう。 

(５) 保育料 教育委員会が法第２７条第３項第２号，第２８条第２項第１

号，第２９条第３項第２号，第３０条第２項第１号，第３号及び第４号

並びに附則第６条第４項の規定によりその額を定め，保育所等を利用す

る児童の保護者等から徴収する利用料をいう。 

 

（申請） 

第５条 保育料の無料化を受けようとする保護者等（以下「申請者」という。）

は，毎年度教育委員会へ申請書を提出しなければならない。 

 

 



附 則 

この告示は，令和元年１０月１日から施行する。 


